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支給申請額

① 授業料 支給申請額①

＝

〔千円未満切捨て〕

② 住居費

1月あたりの住居費(家賃） 入居月数 支給申請額②

× ２／３ ＝

〔千円未満切捨て〕

6欄の① 6欄の② 支給申請額（Ｘ）

円 ＋ 円 円

支給申請額（合計）〔千円未満切捨て〕

7 有 )
・

無

　

転居先の入居期間

初  日 年 月 日

入居月数

月 0 円

支給見込み額
　（合計）

0 0 ＝ 0

支給見込み額 支給見込み額

円

円 ×

　　　　入学料、受講料及び教科書代等

0 円

訓練月数 月間

最終日 年 月 日

対象労働者氏名

訓練の実施期間

初  日 年 月 日

月間

最終日 年 月 日

国・地方公共団体の補助金等の申請の有無 （名称

成長分野等人材育成支援奨励金（県外高度訓練（震災特例））申請額内訳

枚中 枚目

0

記入上の注意

１　この様式は、対象労働者ごとに作成し提出してください。
２　3欄の「訓練月数」は実施期間を30日で割り算出し、端数が15日以上であれば1月を加え、記入してください。
３　5欄の「入居月数」は入居期間を30日で割り算出し、端数が15日以上であれば1月を加え、記入してください。
４　6欄では、支給額を記入します。いずれも事業主が負担した経費のみ対象となります。
　　① 欄（授業料）・・・訓練の受講に際して必要となる入学料、受講料及び教科書代等（あらかじめ受講案内等で定め
　　　　　られているものに限る）が対象となります。なお、上限額は訓練月数に応じて月単位で算出し、具体的には下表
　　　　　「授業料」欄のとおりとします。
　　② 欄（住居費） ・・・県外の研究機関、大学院等のOff-JT受講に際し、労働者が転居した先の住居費（引越費用、
　　　　　敷金・礼金などの初期費用を含まず、家賃額のみが対象）のうち申請事業主が支払った額が対象となり、対象
　　　　　経費の３分の２を支給します。なお、上限額は訓練月数に応じて月単位で算出し、具体的には下表「住居費」
　　　　　欄のとおりとします。
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（単位：千円）

５　7欄は、本奨励金の支給対象経費に対して、本奨励金以外で、国・地方公共団体からの補助金等を受けている、また
　は、申請しているかどうかについて、該当箇所に「○」を付けてください。「有」の場合は受給している（受給する）
　補助金等の具体的な名称を記入してください。
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